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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ４ 従業員数欄の( )外書は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) ― ― ― ― 12,373,623

経常利益 (千円) ― ― ― ― 135,499

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 52,669

純資産額 (千円) ― ― ― ― 783,648

総資産額 (千円) ― ― ― ― 2,679,441

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 6,406.28

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 430.57

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 29.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 6.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 69.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 15,162

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △15,849

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △351,835

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― ― 140,214

従業員数 (名) ― ― ― ― 59(2)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) 2,241,173 3,741,250 6,683,072 8,848,421 12,013,269

経常利益 (千円) 44,929 108,881 312,080 380,943 154,437

当期純利益 (千円) 23,445 52,208 161,488 193,968 75,943

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 50,000 95,000 101,630 170,480 170,480

発行済株式総数 (株) 1,000 1,500 1,551 24,465 122,325

純資産額 (千円) 97,904 195,113 363,232 731,110 807,054

総資産額 (千円) 472,614 812,563 1,206,325 2,970,651 2,472,373

１株当たり純資産額 (円) 97,904.85 130,075.81 234,192.28 29,883.93 6,597.62

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

100

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 23,445.05 52,137.43 105,894.10 8,207.51 620.84

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.7 24.0 30.1 24.6 32.6

自己資本利益率 (％) 26.4 35.6 57.8 35.4 9.9

株価収益率 (倍) ― ― ― 36.7 48.4

配当性向 (％) ― ― ― ― 16.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 21,392 △100,475 △1,371,400 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △13,518 △12,773 △33,501 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 245,000 106,630 1,573,910 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― 328,536 321,917 490,925 ―

従業員数 (名) 20(1) 22(3) 28(5) 39(4) 50(2)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期より連結財務諸表を作成しているため、第６期の営業活動によるキャッシュ・フロー、 

     投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の 

     期末残高は記載しておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第４期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありかつ店頭登録もしていないため、株価が把握できませんの

で、記載しておりません。 

６ 当社は、第３期、第４期、第５期及び第６期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき優成監査法

人の監査を受けておりますが、第２期につきましては当該監査を受けておりません。 

７ 従業員数欄の( )外書は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

８ 平成16年２月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

９ 当社は、平成16年８月20日の取締役会決議に基づき、平成16年９月６日付で１株につき15株の株式分割を行っておりま

す。 

10 当社は、平成17年４月19日の取締役会決議に基づき、平成17年７月20日付で１株につき５株の株式分割を行っておりま

す。 



２ 【沿革】 

  

  

  

年月 事項

平成12年４月 

  

  

  

中古トラック・バスの買い取り及び販売を主たる目的として、㈱ガリバーインターナショナル

(東京都千代田区)と当社の代表取締役 篠原邦夫が創設いたしました㈱フジヤマトレーディング

(横浜市)との共同出資により、㈱ジー・トレーディングを資本金5,000万円をもって東京都千代

田区丸の内に設立。 

    ７月 

  

法人顧客開拓強化のため紹介代理店の募集活動を開始。 

東南アジア向けに中古トラック・バス等の輸出を開始。 

平成13年５月 仙台市青葉区に「東北支店」を開設。 

    ６月 横浜市神奈川区恵比須町に「横浜センター」を開設し、本社機能を移転。 

    ９月 神戸市中央区に「関西支店」を開設。 

    10月 

  

名古屋市名東区に「中部支店」を開設。 

福岡市博多区に「九州支店」を開設。これにより、全国をカバーするネットワークが完成する。

平成14年２月 富士火災海上保険㈱と同社の代理店を当社の紹介代理店として活用するための契約を締結。 

平成15年２月 

  

横浜市神奈川区神奈川に「横浜本部」を開設し、本社機能を移転。 

第三者割当増資により資本金が9,500万円になる。 

    ６月 

  

本店を横浜市神奈川区神奈川の「横浜本部」に移転。 

買取台数が累計10,000台に達する。 

    ８月 第三者割当増資により資本金が１億163万円になる。 

    11月 さいたま市大宮区に「北関東支店」を開設。 

平成16年９月 本店を横浜市中区長者町(現在地)に移転。 

    11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

    12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月 東京都江戸川区に「東京支店」を開設。 

  
大阪市住之江区に「大阪支店」を開設。 

AKIRA CO.,Ltd.と合弁契約を締結し、ロシアにSamurai Motors Co.を設立。 

７月 第１回ネットオークションを開催。 

  バス事業部門を会社分割により、株式会社ジー・バス販売に移行する。 

９月 第２回ネットオークションを開催。 

12月 大阪支店を神戸市中央区に移転。 

  北海道苫小牧市に「苫小牧ヤード」を開設。 

    



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社２社及び当社の親会社である株式会社ガリバーインターナショナルで構成され

ており、当社はガリバーインターナショナルグループにおいて中古商用車及び中古建設機械等の買い取り・販売、並

びに中古乗用車の輸出を行う企業として位置付けられております。 

当社の親会社である株式会社ガリバーインターナショナルは、中古乗用車をオークションでの販売価格に基づいた

透明性の高い価格による買い取りを行っておりますが、当社では中古トラック、バス等の中古商用車や中古建設機械

の分野で、より適正な価格での買い取りを行うことを目指しており、様々な車種や年式等に応じて、海外やオークシ

ョン、日本の異なる地域等の多様な販路の中で、需要の最も大きい地域のニーズに基づく価格設定により買い取りを

行っております。 

また、主要な関係会社の異動については、株式会社ジー・バス販売及びSamurai Motors.Coを設立し、関係会社（連

結子会社）としました。 

当社の主な取扱商品と売上構成比は、以下のようになっております。 
  

(注) 特殊車両のうち、大型移動式クレーン車等の特殊車両で建設業に用いられるものは建設機械に分類しており、コンクリート

ミキサー車、冷蔵冷凍車等それ以外の特殊車両はトラックに分類しております。 

  

① 中古商用車(トラック、バス)、中古建設機械 

中古乗用車がオークション会場中心の流通市場を確立したのに比べ、中古商用車や中古建設機械の流通業界は、

代替のきかない多様な車種があること等の商品特性から未成熟な部分があります。商用車を扱うオークション会場

は存在するものの、主流といえる状況ではなく、大部分は新車ディーラーでの下取りや地域毎及び商品毎の業者間

取引が商流となっております。当社では、全国主要６都市に拠点を設置するとともに、全国(平成18年２月28日現

在)に紹介代理店(損害保険代理店やガソリンスタンド等)を展開し、また海外(アジア、大洋州、欧州等)への輸出ル

ートを持つなど、従来の商用車メーカーや地域・商品毎の流通ルートに縛られない流通を実現しております。 

  

② 中古乗用車 

日本国内と比較して海外での需要の多い低年式の車を中心に、オークション会場等で仕入れを行い、海外の中古

車業者等に販売を行っております。 

  

品目 主な商品
第６期 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

トラック 
トラック、ダンプ、特殊車両(コンクリートミキサー車、冷蔵冷
凍車、タンク車、車載車等) 

67.1％

バス 観光バス、路線バス、マイクロバス等 6.2 

建設機械 ショベル、ブルドーザ、特殊車両(大型移動式クレーン車等) 3.4 

乗用車 乗用車、バン、ＲＶ等 20.4 

その他 フォークリフト、小型発電機等 2.9 



[事業系統図] 

  

 
  

４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 有価証券報告書の提出会社であります。 

２ 債務超過会社であり、債務超過額は、28,241千円であります。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
〔被所有〕 
割合 
(％) 

関係内容 

(親会社)   

株式会社ガリバー 
インターナショナル(注)１ 

東京都千代田区 
4,157百万

円 

中古車販売
事業 
フランチャ
イズ事業 

55.2
役員の兼任２名 
車両の売買 
  

（連結子会社）       

株式会社ジー・バス販売 
神奈川県川崎市 
川崎区 

10百万
円 

バス専門買
取販売事業 

100.0

当社とは車両情報の共
有化を行っておりま
す。 
役員の兼任 １名 

Ｓａｍｕｒａｉ Ｍｏｔｏｒｓ 
Ｃｏ．  
         (注)２ 

ロシア（ウラジオ
ストック市） 

 2.8百万
ルーブル 

ロシア国内
に お け る
乗用車販売
事業 

70.0

ロシアにおける当社の
中古乗用車の販売を統
括しております。 
資金援助あり。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載しておらず、また、事業部門に従業員を区分することが困難であるた

め事業部門の記載を省略しております。 

２ 従業員数は、就業人員であります。 

３ 従業員数欄の( )外書は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の( )外書は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります 

４ 営業の拡大のため、最近１年間において従業員数は11名増加いたしました。その内訳は、中途採用による増加17名、自己

都合退職による減少6名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  従業員数(名)

全社共通 59(2) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

50(2) 35.6 2.1 6,454,300



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載しておりま

せん。 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増大や、雇用情勢の改善もあ
り、緩やかな回復基調で推移しました。 
この様な状況下、中古商用車業界におきましても、普通・小型貨物車輌の登録台数が58.9万台から60.8万台（前年
同期比3.3％増）と堅調に推移したものの、インターネットを活用した販売方法の普及により、業界内の競争は激化
しております。 
当社はこの様な情勢のもと、３月に東京・大阪両支店を開設し、販売網の拡充を図ると共に営業員の増員で顧客密着
型の営業強化を図ることに加え、７月には初めて海外ユーザー向けのネットオークション、８月には国内ユーザー向け
の現車オークションを開催し、販路拡大に努めました。この結果、売上高に関しましては、高年式車輌の取扱いが増え
たことによる平均販売単価の押上げ効果により増収を確保いたしました。しかしながら、収益面では長期に亘る原油の
高騰を背景とした海外マーケットの低迷により取扱い台数が伸び悩み、上記の競争激化から仕入単価が上昇し利益率の
低下を招きました。また、営業員増強により販売費及び一般管理費が増加したことで、収益面で前年実績を下回る結果
となりました。 

なお、当連結会計年度より子会社であるSamurai Motors Co.と株式会社ジー・バス販売の２社を連結子会社として
連結決算を開始いたしました。 
平成17年３月に設立したSamurai Motors Co.は、モスクワ（ロシア）において右ハンドルを中心に乗用車の販売事
業を営んでおりますが、当連結会計年度では販売台数は順調に推移したものの、売れ筋車種の見極めに時間を必要と
しました。その結果、イニシャルコストを賄うまでの利益を確保できず、連結ベースの収益を圧迫する要因となって
おります。一方で、バス専門に買取販売事業を行うため平成17年７月に分社化により設立した株式会社ジー・バス販
売に関しましては、順調に販売実績を増やしており、連結ベースの収益に貢献しております。 
この結果、当連結会計年度の売上高は12,373百万円、営業利益は122百万円、経常利益は135百万円、当期純利益は
52百万円となりました。なお、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、対前年同期比は記載しており
ません。 
  
主な品目別の業績は、トラックが売上台数6,417台、売上高については8,301百万円となり、バスに関しては売上台
数が334台、売上高については764百万円となりました。また、建設機械につきましては売上台数198台、売上高につ
いては428百万円となり、乗用車他に関しては2,705台、売上高については2,879百万円となりました。 

主な経路別の業績は、一般（国内の中古車販売業者及びユーザー）が買取台数7,708台となり、仕入金額は8,998

百万円となりました。また、販売面では売上台数4,210台となり、売上高は6,832百万円となりました。オークショ

ン会場は買取台数2,465台となり、仕入金額は1,374百万円となりました。また、販売面では売上台数2,308台とな

り、売上高は1,898百万円となりました。輸出に関しましては、買取の実績は無く、売上台数が3,136台となり、売

上高は3,642百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローがプラスとなったものの、有利子負
債の大幅な圧縮により財務活動によるキャッシュ・フローのマイナスが大きくなったため、全体では、350百万円の
マイナスとなりました。この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、140百万円となりました。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における営業活動による資金の増加は15百万円となりました。これは主に、たな卸資産の増加額
422百万円及び法人税等の支払額175百万円等に伴い資金の減少がありましたが、税金等調整前当期純利益135百万円
及び仕入債務の増加額210百万円、売上債権の減少額133百万円、未収消費税等の減少額113百万円に伴い資金が増加



したことによるものであります。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における投資活動による資金の減少は15百万円となりました。これは主に、営業用車両の購入及
びソフトウエア開発費の支出があったこと等によるものであります。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における財務活動の結果、減少した資金は351百万円となりました。これは主に、短期借入金が純
額で550百万円減少したことによるものであります。 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載しておりま

せん。 

  

(1) 品目別 

a 仕入実績 

  

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

金額(千円) 

トラック 6,750,694 

バス 



(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

b 販売実績 

  

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

717,680 

建設機械 362,823 

乗用車 2,241,487 

その他 300,187 

合計 10,372,873 

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

金額(千円) 

トラック 8,301,587 

バス 764,198 

建設機械 428,193 

乗用車 2,525,479 

その他 354,165 

合計 12,373,623 



(2) 経路別 

a 仕入実績 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

       ３ 「一般」とは、国内の中古車販売業者及びユーザーをいいます。 

  

b 販売実績 

  

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「一般」とは、国内の中古車販売業者及びユーザーをいいます。 

  

  

仕入経路 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

金額(千円) 

一般 8,998,003 

オークション会場 1,374,869 

合計 10,372,873 

販売経路 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

金額(千円) 

一般 6,832,386 

オークション会場 1,898,677 

輸出 3,642,559 

合計 12,373,623 



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループは、全国主要地域への拠点設置や輸出ルートの確保及び拡大並びに査定精度の強化等を行い、中古

商用車流通業界において、売上高約120億円、取扱台数約１万台という営業基盤を確立することができました。今後

は、更なるシェアの拡大及び収益の向上を目指し、以下のことを課題として取組んでまいります。 

  

①営業の効率化・査定能力向上のためのシステム強化、社内教育の強化 

当社では、これまで業界経験のある人材を中心に採用し、人員規模を拡大してきており、それぞれの個人の様々

な分野のノウハウに依存する部分が多くありました。そのため、更なる営業効率の向上及び査定精度向上のため

に、顧客情報や価格情報活用のシステムの強化を行っております。また、営業員の査定能力の向上や多様化する商

材に対応するために、恒常的かつシステム的な人材教育にも力を入れていきたいと考えております。 
  
②取扱商品の多様化 

連結子会社２社を設立したことにより、品目別の売上高構成に変化が表れてまいりました。 

 今後も、国内外の顧客の多様なニーズに応えていけるよう引き続き取扱商品の多様化を目指してまいります。ま

た、取扱台数が伸び悩んでおります建設機械につきましては、引き続き経験者の採用に力を入れるとともに、社内

での営業員の教育に力を入れ、取扱台数の拡大を図ってまいります。 

 なお、車両関連のみならず、企業が有する様々な事業用有形固定資産等を一括して取り扱えるように、その他の

商品の取扱いの検討も進めてまいります。 
  

③輸出の拡大 

 当社は、国内で買い取りました商品を国内のみならず海外にも販売を行っております。トラック等の商用車につ

きましては、国内の排ガス規制強化等もあり、国内より海外での需要が多い車種が増加していることや、乗用車に

つきましても、アジアや欧州を中心に日本車の人気が高く需要が多いことから、輸出事業の強化を掲げておりま

す。これまでは、アジア諸国へのトラックの輸出が中心でしたが、今後は、トラック以外の乗用車等の商品も欧

州、中東及び中南米等への輸出を充実させてまいります。 

  

④財政状態の健全化 

 当社の車両等の仕入資金は、金融機関からの借入れによって調達しており、取扱台数の増加等に伴って借入金の

総額も増加し、総資産に占める割合が年々高くなってきております。 

 当期は、輸出売上高の増加に連動して輸出売掛金が増加したことと、たな卸資産の増加により運転資金の需要が

大幅に増加いたしました。輸出売掛金につきましては、回収が進んだことにより期末時点での売掛金が減少するに

いたりました。今後は、新規の取引先も増加していることから、更なる与信管理の強化及び回収期間の短縮を図る

とともに、ファクタリング等による貸倒リスクの回避等を行ってまいります。また、たな卸資産につきましては、

予てより在庫車両の陳腐化を防止するため管理を強化してまいりましたが、当期末時点での在庫台数は前期末時点

での台数を下回ったものの、在庫車両単価の大幅な上昇により、結果的にたな卸資産が増加することとなりまし

た。今後は、更に在庫車両の管理を強化し、たな卸資産の回転日数の短縮を図ってまいります。 

なお、資金調達面につきましては、引き続き資金調達構造の変革と多様化の検討を進め、安定した資金調達を行

える環境作り並びに資金調達コストの削減に努めてまいります。 

  

⑤海外子会社の財政状態の健全化 

 当社の海外子会社Samurai Motors Co.はロシア国内における乗用車販売事業を統括しておりますが、同社は設立

初年度（平成17年３月設立）でもあり、販売台数は順調に推移したもののイニシャルコストを賄うまでの利益を確

保できず、平成17年12月末現在28,241千円の債務超過となっております。 

 今後は事業拡大に向けた人材投入を図り、今後もさらに成長の見込まれるロシア市場への取り組みを強化し、業

績及び財務内容の改善強化を進めてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業の状況及び財務の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グループ

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。な

お、以下のリスク項目は、当社の株式に関する投資に関するリスクをすべて網羅したものではありませんので、本項

及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

また、以下の記載のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであり、不確実

性を内包しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

事業上のリスクについて 

①取扱い商品について 

a. 車両の価格形成の特殊性がもたらすリスク 

当社の主な取扱商品である中古商用車は、同年式の同車種であっても、走行距離及び損傷の状況や事故歴等

により売買される価格は異なります。また、特に、トラックのような貨物輸送車の場合は荷台の箱の大きさ等の

仕様の違いによって、冷蔵冷凍車の場合は冷凍機の性能の違いによって価格が異なります。このように、商用車

につけられる価格は乗用車と比較して個別性が高く、同年式・同車種の車両であっても取引価格が大きく異なる

場合もあります。そのため当社では、過去の取引履歴をデータベース化しており、買取価格の参考としておりま

す。しかしながら、特定の車両について短期間に大幅な需要の低下が発生した場合、あるいは特定の車両の販売

可能価格を的確に評価できなかった場合には、想定どおりの利益を確保できず、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

b．車両買取時の査定能力に係るリスクについて 

当社の主要事業である中古商用車の販売事業におきましては、ユーザー、他の中古車販売業者及びオークシ

ョンから、利益を確保できる価格で中古商用車を買い取ることが重要になります。当社では、業界経験が豊富な

営業員の採用、過去の取引履歴のデータベース化、経験の浅い営業員への研修等により、商品の査定能力の向上

を図っておりますが、取扱商品量の拡大及び商品の種類の増加等に必要な査定能力がついていかない場合には、

必要な粗利益率が確保できず、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

c．営業員個人への依存 

当社の事業におきましては、利益を確保できる価格での買い取り即ち査定能力が極めて重要な点になりま
す。一方、販売先のニーズにタイムリーに応えることも重要であります。当社の営業員の大部分は、商用車、乗
用車及び建設機械等の関連業界からの中途採用であり、得意分野を既に持っていることが多く、営業員の入社と
ともに取引先が増加することも少なからずあります。 
当社では、取引価格のデータベース化等により、営業員個人の能力に依拠しない査定システムの強化に努め

ておりますが、現時点では、当社の業績は営業員個人の力量に依拠する点が大きいため、主要な営業員が退社し
た場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

d．長期在庫とたな卸資産の評価損の発生可能性について 
当社では、資金回収の早期化及びたな卸資産の劣化防止の目的で、仕入れた商品は可能な限り早期に売却す

ることを基本方針としております。また、主に仕入後60日を超えた商品につきましては、十分な利益を確保でき
ない価格であってもオークション等を通じて売却することがあります。一方で、車両に特殊性が強く、時間をか
けて顧客を探していけば十分に利益を確保できる車両につきましては、戦略的に長期に在庫として保有する場合
があります。しかしながら、こうした戦略的長期在庫の顧客が見つからなかった場合には、当社の業績に悪影響
を及ぼす可能性があります。 
  
  
  

当社では、時間の経過とともに変動するたな卸資産の評価を保守的に行うため、主に仕入後60日を経過した

車両につきましては、時間の経過に連動する形で評価損を計上しており、発生した評価損は売上原価に反映され

ております。したがいまして、当社の長期在庫が増加した場合には、期末時点における当社の評価損も拡大し、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
②輸出について 
a. 輸出国の特徴と規制について 

当社の輸出販売先国は、主にシンガポール、マレーシア、ニュージーランド、スリランカ及び英国でありま

す。これら販売先国内またはその近隣諸国において、政情不安、反日感情の高揚及び経済政策の変更等により、



これら貿易対象国が、中古車に対する関税の引き上げや輸入制限等の実施及び変更並びに日本製品の不買運動

等が行われた場合には、輸出取引が減少する可能性があります。 

さらに当社は、新規販売先及び新規販売先国の開拓を行うことで取引先の拡大及びリスクの分散を図ってお

りますが、販売先国の政情等の変化によっては、安定的な取引の継続が困難になり、当社の収益が悪化する可

能性があります。また、販売先国内において競合他社が増加した場合や、新車の需要の増加及び車両の実質利

用年数が短縮した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
b. 輸出に伴う国内の規制 

当社の輸出している中古商用車あるいは建設機械は、外国為替及び外国貿易法、輸出貿易管理令及び「輸出貨

物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定める省令(平成13年12月28日経済産業省令第249

号)」等における輸出規制対象貨物となっており、輸出地域、輸出貨物の用途及び需要者の要件に拠り、経済産

業大臣の輸出許可が必要となっております(いわゆるキャッチオール規制)。これに違反した場合には、刑事罰等

の処分を受けることにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社は、上記各法令において上記輸出許可を必要としない形、または必要としない地域に中古車の輸出を行っ

ておりますが、上記輸出関連規制の改正等により、当社が適用を受ける輸出規制の内容が変更となった場合に

は、販売先国の実質的な縮小等の理由により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
c. 自動車運搬船の船腹確保について 

当社は、輸出車両の保管場所と当該車両の仕向地に基づいて、出向地と自動車運搬船（以下「運搬船」といい

ます）を決定しております。船会社による運搬船の配船スケジュール及び船腹量は新車の輸出動向等に左右され

ることが多く、結果として、当社が想定していた運搬船への積載が困難となる場合があります。 

当社では、運搬船の船腹確保を積極的に行っておりますが、新車輸出の動向等による当社の輸出車両の船積み

スケジュールの変更により、当社の売上計上時期の遅れとそれに伴う在庫車両の滞留日数の長期化等により、当

社の業績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。 

なお、運搬船の需要が高まった場合等には、海上輸送費が高騰する可能性があります。当社は、海上輸送費の

変動も考慮のうえ販売価格の取り決めを行ってはおりますが、運搬船の急激な需要の拡大等で、海上輸送費が急

激に変化した場合には、短期的に当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
d. 海外取引先の信用リスク等の管理について 

当社の輸出取引における取引先は、各諸外国において中古商用車の輸入販売を行う業者あるいはユーザーであ

ります。当社では取引の開始にあたり、前金あるいは信用状を確保した後に船荷証券を送付すること、もしくは

貿易保険を付保したD/A条件(Document Against Acceptanceの略称。販売先による手形の引受けに対して船荷証

券を渡す支払い条件)により決済することで回収リスクの軽減に努めております。また、主な継続取引先につい

ては、民間調査機関の調査レポートを確認するなど輸出先に関連するリスクを軽減する努力を行っております。

しかしながら、海外取引先の倒産、支払遅延及び犯罪等の事実が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  
e. 為替の影響について 

当社の平成18年２月期売上高における輸出売上高比率は、30.8％であります。当社の輸出は原則として円建て

で行っておりますが、平成16年２月期より、金額的には僅かですが外貨建て取引が発生しており、今後、輸出の

拡大に伴い外貨建て取引が増加する可能性もあります。また、円建て・外貨建てにかかわらず、為替の動向は、

海外での日本車の需要動向に少なからず影響を及ぼしていると思われます。したがいまして、為替が急激に変化

した場合には、短期的に当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
③法的規制について 

当社が行っている中古商用車等の買い取り及び販売事業は、「古物営業法」による規制を受けております。 

監督官庁は、事業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会であります。なお、同法第24条の規定には、公安委員

会による営業取消が謳われております。当社では、当該法律に則って事業を推進しておりますが、仮に同法に抵触

するような事実が発生した場合には、当社の事業許可が取り消されるなど、当社の事業展開に重要な影響を及ぼす

可能性があります。 

  

④親会社であるガリバーとの関係について 

a. 同社グループでの位置付けについて 

当社は、ガリバーの子会社であり、ガリバーの出資比率は、平成18年２月末現在55.2％であり、当社は同社の



連結子会社となっております。 

当社は、主に中古商用車の買い取り及び販売を業としており、店舗において中古乗用車の買い取り及び販売を

事業展開する同社とはビジネスモデルも異なり、過年度における営業取引もごく僅かな金額となっております。

一方で、同社の商標を無償で使用するなど、同社ブランドを営業上活用していることも事実であります。したが

いまして、同社における重要事実の発生、同社の子会社に対する新たな意思決定、グループ事業戦略の変更及び

株式保有政策の変更等が、当社の業績や事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

b. 同社との取引について 

当社と同社との営業取引は、平成18年２月期で当社の同社からの仕入高が1百万円、販売費及び一般管理費が

1百万円と、全体に占める割合はごく僅かとなっております。同社への取引における依存度は低下している一

方、同社が当社に対して同社の商標を無償で使用することを許可しておりますが、親会社との関係の変化等に

伴い当該商標の使用が有償となった場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

c. 同社との人的関係について 

当社の取締役会長である吉田行宏は、ガリバーの常務取締役を兼任しております。また、非常勤監査役であ

る三輪真之は、ガリバーの常勤監査役を兼任しております。 

  
⑤営業活動によるキャッシュ・フローについて 

当社の商品代金の決済期限は、継続的な取引先であっても、仕入決済及び販売決済ともに個別商品毎に設定され

ることがほとんどであります。当社の場合、仕入決済が契約日から数日以内であることが多いのに対して、販売決

済期間は平均１ケ月程度であります。それに加えて、在庫を長期に保有することもあるため、売上高や在庫の増加

に伴い営業活動によるキャッシュ・フローが減少する傾向にあります。当社では、借入金や増資あるいは収益によ

る内部留保により運転資金の確保に努めておりますが、売上高の急増により運転資金需要が急速に増加した場合に

は、当社の資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。 

  
  

⑥有利子負債依存度が高いことについて 

当社の車両の仕入資金は、金融機関からの借入れによって調達しており、取扱台数の増加に伴って借入金の総額

も増加し、総資産に占める割合は高くなっております。そのため、金融政策や当社の信用力の低下によって借入

金額に制約を受けた場合、または、金利が上昇局面にある場合などの金融情勢の変化等が、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

当社の直近４期間における借入金の総資産に占める割合は、以下のとおりであります。 

  

(注)１．借入金は、平成17年２月以前はすべて短期借入金となっており、当期は短期借入金及び長期借入金となっております。 
 ２．当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成17年度２月期以前は単体の数値となっております。 
  
⑦小規模であること及び管理体制について 

当社の組織は、役員６名(取締役３名、監査役３名)、従業員59名(平成18年2月28日現在)と小規模であり、内部

管理体制も規模に応じたものとなっております。今後の事業拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実を図る方針

ではありますが、当社が事業拡大に応じて、適切かつ十分な組織的対応ができない場合には、組織効率が低下す

る可能性があります。また、人員の増加と連動する人件費の増加によって、経営効率が悪化する可能性がありま

す。 

  

⑧海外進出に伴うリスク 

    当社は、ロシアに現地法人を設立し、ロシアでのビジネスに注力しております。そのため、ロシアにおける社会

的及び政治的状況の変化、法律・税制の変化、外貨政策の動向等が当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  

  

  

決算年月 

平成15年２月期 平成16年２月期 平成17年２月期 平成18年２月期 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 百分比(％) 金額(百万円) 百分比(％) 金額(百万円) 百分比(％)

総資産 812 100.0 1,206 100.0 2,970 100.0 2,679 100.0 

借入金 450 55.4 550 45.6 1,950 65.6 1,600 59.7 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

（１）会社分割契約 

平成17年５月26日開催の当社取締役会において、当社が行っているバス事業部門を、新たに設立する「株式会社ジ

ー・バス販売」に承継させるための会社分割（以下「本件分割」という）を行うことを決議いたしました。 

会社分割に関する事項の概要は以下のとおりであります。 

①会社分割の目的 

   当社は、意思決定のスピードアップと経営効率化を図り、事業毎の収益責任をより明確にするため、平成17

年７月11日をもって、当社の100%子会社「株式会社ジー・バス販売」を会社分割により新設し、この子会社に

バス事業を承継させることといたしました。 

②会社分割の要旨 

a.分割期日 

平成17年７月11日 

b.分割方法 

当社を分割会社とし、株式会社ジー・バス販売を新設会社とする分社型の新設分割であります。 

 c.株式の割当 

  新設会社が分割に際して発行する株式は、普通株式200株であり、その全株式を当社に割り当てることといたし

ます。 

 d.分割交付金 

  分割交付金はありません。 

 e.新設会社が承継する権利義務 

  特にありません。 

 f.新設会社に新たに就任する役員 

  取締役 篠原邦夫、平良勝謙 

  監査役 齋藤正明 

  

（２）ロシアにおける合弁会社の設立 

 平成17年３月29日付にてAKIRA Co.,Ltd.と合弁契約を締結し、ロシアにSamurai Motors Co.を設立（会社設立登記平

成17年３月）いたしました。 

  



なおSamurai Motors Co.の概要は次のとおりであります。 

  

会社名     Samurai Motors Co. 

本社所在地   ロシア ウラジオストック市 

代表者名    Denis Stogney(AKIRA Co.,Ltd.から出向) 

資本金     2,800千ルーブル（内当社持株比率70.0%） 

事業の内容   ロシア国内における乗用車販売事業 

  

  

  

  

  

(３) 紹介代理店契約 

当社は、少ない人員での効率的な買取事業を行うために、全国の法人・個人(損害保険代理店、整備工場、ガソリン

スタンド、その他運送事業者等の関係者等)と紹介代理店契約を締結しております。 
  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

契約の名称 契約相手先 契約の概要 契約期間 

紹介代理店契約 全国152の法人・個人 

紹介された顧客との買取契約完結時

に、買取金額に応じ紹介手数料を支

払う。 

契約日より３年間(１年

間の自動更新あり) 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。 

 本項に記載した将来や想定に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。将来や想定に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、実際の結果と大き

く異なる可能性もあります。 

なお、当グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との対比は記載して

おりません。 

(１) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたって、貸倒引当金、賞与引当金、たな卸資産の評価に関して、過去の実績等に照

らして、合理的と考えられる見積もり及び判断を行い、その結果を資産・負債及び収益・費用の数値に反映して連結

財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は、見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場

合があります。  

(２）財政状態の分析 

 ①流動資産 

当連結会計年度における流動資産の残高は、2,621百万円となりました。主なものは、現金及び預金140百万円、売

掛金1,263百万円、たな卸資産1,147百万円であります。 

②固定資産 

当連結会計年度における固定資産の残高は、58百万円となりました。有形固定資産20百万円、無形固定資産12百万

円、投資その他の資産24百万円であります。無形固定資産の主なものはソフトウェア12百万円、投資その他の資産の

主なものは破産更正等債権22百万円であります。 

③流動負債 

当連結会計年度における流動負債の残高は、1,695百万円となりました。主なものは買掛金101百万円、短期借入金

1,400百万円であります。 

④固定負債 

当連結会計年度における固定負債の残高は、200百万円となりました。これは、財務の安全性の向上と資金調達コス

トの低位安定化を図るために金融機関より長期資金を調達したことによります。 

⑤資本 

当連結会計年度における資本合計の残高は、783百万円となりました。その内訳は、資本金170百万円、資本剰余金

105百万円、利益剰余金508百万円であります。 

  

（３）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度における売上高の概況は「１ 業績等の概要（１）業績」をご参照ください。 

②営業利益 

当連結会計年度における売上総利益は1,180百万円となり、売上総利益率は9.5％となりました。 

販売費及び一般管理費は、1,057百万円となりました。主なものは、人件費、地代家賃、広告宣伝費であります。 

その結果、営業利益は、122百万円となりました。 

③経常利益 

営業外収益は、36百万円となりました。主なものは、自賠責保険解約返戻金であります。 

営業外費用は、23百万円となりました。主なものは、借入金利息であります。 

この結果、経常利益は135百万円となりました。 

  

④当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、135百万円となり、ここから税金費用85百万円を控除した当期純利益は、52百万円とな

りました。 



  

 (４) 資本の源泉及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況は、「１ 業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」を

ご参照下さい。 

  

②資金需要 

当社の運転資金需要のうち主なものは、商品購入のほか、輸送費、部品費、販売費及び一般管理費等の営業費用に

よるものであります。営業費用の主なものは人件費、広告宣伝費及び営業所や在庫車両の保管に係る地代家賃であり

ます。 

  

③財務政策 

当社グループは運転資金につきまして、自己資金または金融機関からの借入にて資金調達をしております。金融機

関からの資金調達につきましては、安定的かつ低利を前提としながら、将来の金融情勢の変化等も勘案してバランス

のとれた調達を実施しております。 

  

(５) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「４ 事業等のリスク」をご参照ください。 

  

(６) 戦略的現状と見通し 

 当社グループが属する中古車販売市場は、総じて成熟化傾向にあり、インターネットを活用した販売手法が普及し始

めたことで、企業間競争、価格競争は一層厳しさを増しております。 

 この様な環境のもとで当社グループといたしましては、国内マーケットにおいては、顧客ニーズにマッチした営業員

のスキルアップを図り、コア顧客を中心に更なる基盤拡充を図るとともに、海外マーケットにおいては、原油価格高騰

の影響を最小限に止めるため、引続き新規販売先の開拓に注力し、業績向上に努めてまいります。 

  

(７) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努めており

ますが、当社グループを取り巻く環境は年々厳しさを増しており、楽観視できぬ状況となっております。 

 当社グループといたしましては、「３ 対処すべき課題」にも記載しましたとおり、日本全国のネットワーク網の更

なる整備・拡充、輸出先の拡大、戦略的マーケティングによるブランド力・知名度の向上及び人材教育・研修による営

業力の強化に取り組んでまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資は、コンタクトセンターシステムの開発費を中心に総額4,748千円と 

なりました。 

これらの資産については自己資金及び借入金で充当しております。また、当連結会計年度において 

重要な設備の除却、売却等はありません。   

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社                             平成18年２月28日現在 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 従業員数欄の( )外書は、臨時従業員の人員であります。 

  

(2) 国内子会社 

  重要な設備はありません。 

(3) 在外子会社 

  重要な設備はありません。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物 

及び構築物 
車両運搬具

工具器具
及び備品 

ソフトウエア 合計 

本社 
(横浜市中区) 

事務業務 4,466 － 5,426 11,956 21,850 13(－)

横浜支店 
(横浜市中区) 

営業拠点 229 2,253 270 － 2,754 13(－)

東北支店 
（仙台市青葉区） 

営業拠点 － 886 361 － 1,247 3( 1)

北関東支店 
(さいたま市大宮区) 

営業拠点 － 623 － － 623 2(－)

東京支店 
(東京都江戸川区) 

営業拠点 － 1,043 429 － 1,473 4( 1)

中部支店 
(名古屋市名東区) 

営業拠点 523 443 － － 966 5(－)

関西支店 
(神戸市中央区) 

営業拠点 730 188 35 － 954 5(－)

大阪支店 
（神戸市中央区） 

営業拠点 － － 435 － 435 2(－)

九州支店 
(福岡市博多区) 

営業拠点 288 278 － － 566 3(－)

合計 6,238 5,718 6,959 11,956 30,873 50( 2)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 
  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

本社 
（横浜市中区） 

基幹システムの開発 28,000 － 自己資金
平成18年
３月 

平成19年 
２月 

－ 

本社 
（横浜市中区） 

システムインフラ構築 10,000 － 自己資金
平成18年
３月 

平成19年 
２月 

－ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 300,000

計 300,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年２月28日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 122,325 122,325
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 122,325 122,325 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 設立 

     発行価格          50,000円 

     資本組入額       50,000円 

２ 有償・第三者割当 

  割当先：株式会社ガリバーインターナショナル、ジー・トレーディング従業員持株会 

  発行価格                90,000円 

  資本組入額              90,000円 

３ 有償・第三者割当 

  割当先：柳川 邦衛、渡辺 哲之、横田 進 

  発行価格        130,000円 

  資本組入額       130,000円 

４ 株式分割 (１：15) 

５ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価格        155,000円  引受価額         144,925円 

  発行価額        114,750円  資本組入額        57,375円 

    ６ 株式分割 (１：５) 

      

(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月28日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成12年４月21日 
(注)１ 

1,000 1,000 50,000 50,000 ― ―

平成15年２月28日 
(注)２ 

500 1,500 45,000 95,000 ― ―

平成15年８月29日 
(注)３ 

51 1,551 6,630 101,630 ― ―

平成16年９月６日 
(注)４ 

21,714 23,265 ― 101,630 ― ―

平成16年11月９日 
(注)５ 

1,200 24,465 68,850 170,480 105,060 105,060

平成17年７月20日 
       (注)６ 

97,860 122,325 ― 170,480 ― 105,060

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 1 6 22 1 2 2,280 2,312 ―

所有株式数 
(株) 

― 415 1,295 67,874 75 8 52,658 122,325 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.34 1.06 55.48 0.06 0.01 43.05 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社ガリバーインターナ
ショナル 

東京都千代田区丸の内３丁目３-１ 67,500 55.18

篠原 邦夫 
神奈川県横浜市中区山手町126-１
クレスト山手102 

16,825 13.75

ジー・トレーディング従業員
持株会 

神奈川県横浜市中区長者町５丁目85
明治安田生命ラジオ日本ビル６Ｆ 

1,784 1.46

渡辺 哲之 福島県須賀川市滑川字西山80 1,500 1.23

若松 徹 神奈川県横浜市栄区桂台西１丁目41-21 1,449 1.18

柳川 邦衛 東京都練馬区石神井町３丁目９-３ 1,375 1.12

股野 善彦 神奈川県川崎市川崎区田島町10-８ 1,050 0.86

平良 勝謙 
神奈川県横浜市中区本牧原18-4
ランドシティ横浜本牧ロイヤルスクエア607 

1,000 0.82

松井証券株式会社(一般信用
口) 

東京都千代田区麹町１丁目４ 694 0.57

横田 進 東京都江戸川区江戸川５丁目24-８ 684 0.56

計   93,861 76.73



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年２月28日現在 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

  

①平成18年５月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法第236条、第238条、第239条及第361条の規定に基づき、平成18年５月26日第６回定時株主総

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 122,325 122,325
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ―

発行済株式総数 122,325 ―

総株主の議決権 ― 122,325

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



会終結時に在任する取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年５月26日の定

時株主総会において特別決議されたものでありあます。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．新株予約権発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

２．１株当たりの払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック

証券取引所の当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、当該金

額が新株予約権発行日の終値を下回る場合は、当該終値とする。 

  

  

  

  

  

  

  

  

②平成18年５月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成18年３月１日現在の当社の執行役員及び

従業員並びに当社子会社の取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年５月26日の

定時株主総会において特別決議されたものでありあます。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

決議年月 平成18年５月26日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 ２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 200株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成20年３月１日～平成22年５月31日 

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権を割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社取

締役の地位にあることを要す。 

ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合は

この限りではない。 

②新株予約権の割り当てを受けたものが死亡した場合は、その相続人によ

る相続はできないものとする。 

③その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づいて、当社

と新株予約権者との間で締結する契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

調整後払込金

額 
＝ 

調整前払込価

額 
× 

１ 

分割・併合の比率 

調整後払込金

額 
＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込

金額 

１株当たり株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

決議年月 平成18年５月26日 



（注）１．新株予約権発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

２．１株当たりの払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック

証券取引所の当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、当該金

額が新株予約権発行日の終値を下回る場合は、当該終値とする。 

  

  

  

  

  

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の執行役員及び従業員並びに当社子会社の取締役 

人数は取締役会において決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 650株を上限とする。（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成20年３月１日～平成22年５月31日 

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権を割り当てを受けたものは、その地位を喪失した場合(執

行役員、子会社取締役の任期満了による退任、従業員の定年退職、当

社役員就任に伴う退任退職等)においても、権利行使をすることがで

きる。ただし、執行役員、子会社取締役が任期満了以外の事由により

退任した場合、従業員が自己都合により退職した場合、懲戒解雇の場

合は、この限りではない。 

② 新株予約権の割り当てを受けたものが死亡した場合は、その相続人に

よる相続はできないものとする。 

③ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づいて、当

社と新株予約権者との間で締結する契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

調整後払込金

額 
＝ 

調整前払込価

額 
× 

１ 

分割・併合の比率 

調整後払込金

額 
＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数＋ 

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込

金額 

１株当たり株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 



① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、株主重視の基本政策に基づき、「株主利益の増進」を経営の主要課題として認

識し、業績に応じて適正に実施していくことを基本方針としております。 
当期の利益配当金につきましては、１株につき100円を実施することを決定しました。この結果、当期の配当性向

は16.1%となりました。 
内部留保資金につきましては、安定的な事業基盤の確立と財務体質の強化に努めるほか、今後予想される経営環境

の変化に対応すべく、今まで以上にコスト力を高め、市場の動向に即時対応できる体制を強化し、更には、国内・海

外における販売経路の拡大及び取扱商材の充実を図るために有効活用してまいります。 
  

  

  

  

  

  

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)１ 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第５期は( )表示をしており、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成16年11月10日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前については、該当事項はありま

せん。 

３ 平成17年４月19日開催の取締役会において決議された平成17年７月20日付の株式分割(１株について５株の割合)による権

利落以前の最高株価、最低株価であります。 

４ 平成17年４月19日開催の取締役会において決議された平成17年７月20日付の株式分割(１株について５株の割合)による権

利落以後の最高株価、最低株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高(円) ― ― ―
(注)1 (472,000)

419,000 
(注)３ (435,000)
(注)４   87,600 

最低(円) ― ― ―
(注)1 (252,000)

255,000 
(注)３ (262,000)
(注)４   26,300 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高(円) 65,500 48,650 47,700 40,800 43,300 35,900

最低(円) 47,500 35,700 37,500 38,000 33,800 26,300



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役会長   吉 田 行 宏 昭和33年５月28日生

昭和58年５月

  
株式会社赤トリヰショッピングデパート

入社 

― 

平成６年12月

  
株式会社マックプロジェクツ設立

代表取締役就任 
平成８年１月

  
株式会社ガリバーインターナショナル入

社 経営企画室長 
平成８年５月 同社取締役就任

平成10年４月 同社常務取締役就任(現任)

平成12年４月 当社代表取締役会長就任

平成15年５月 当社取締役会長就任(現任)

代表 
取締役社長 営業本部長 篠 原 邦 夫 昭和37年12月11日生

昭和62年４月 株式会社稲畑産業入社

16,825 

平成２年10月 フジヤマトレーディング創業

平成８年１月

  
有限会社フジヤマトレーディング設立 

取締役就任 
平成９年11月

  
株式会社フジヤマトレーディングに組織

変更 代表取締役社長就任 
平成12年４月 当社設立 代表取締役社長就任

平成15年３月 当社代表取締役社長兼営業本部長(現任) 

取締役 内部監査室長 柳 川 邦 衛 昭和８年４月30日生

昭和33年４月 伊藤忠商事株式会社入社

1,375 

昭和44年１月 ユニオン光学株式会社入社

昭和50年９月 同社代表取締役社長就任

平成９年６月 同社監査役就任

平成10年９月

  
株式会社ガリバーインターナショナル 

最高顧問 
平成13年１月 当社特別顧問

平成15年４月 当社内部監査室長

平成15年５月 当社取締役内部監査室長就任(現任) 

監査役 
(常勤)   横 田   進 昭和12年１月２日生

昭和30年４月

  
株式会社三菱銀行(現株式会社三菱東京

UFJ銀行)入行 

684 

昭和60年11月 同行藤ヶ丘支店長

平成２年２月

  
ダイヤモンド投資顧問株式会社出向 総

務部長 
平成４年１月

  
カツデン株式会社入社 管理本部長兼総

務部長 
平成４年６月 同社取締役就任

平成15年５月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役   三 輪 真 之 昭和41年５月14日生

平成６年11月 会計士補登録

― 

平成７年３月

  
公認会計士・税理士山田淳一郎事務所(現

税理士法人山田＆パートナーズ)入社 
平成10年２月

  
株式会社ガリバーインターナショナル入

社 公開準備室長 
平成12年９月

  
株式会社イー・インベストメント 監査

役就任(現任) 
平成15年５月 当社監査役就任(現任)

平成15年10月

  
株式会社ガリバーインターナショナル 

経理チームチームリーダー 
平成16年５月 同社常勤監査役就任(現任)

監査役   森 住 恵 二 昭和38年11月６日生

昭和60年９月 公認会計士第２次試験合格

― 

昭和61年９月 青山監査法人(Price Waterhouse)入所 
平成３年４月 公認会計士登録

平成４年１月 Price Waterhouse ロンドン事務所駐在 
平成７年２月 同東京事務所金融部マネージャー就任 
平成11年８月 青山監査法人 社員就任

平成16年７月 森住公認会計士事務所開設(現任)

平成17年５月 当社監査役就任(現任)

計 18,884 



(注) １ 取締役 吉田行宏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 横田進及び三輪真之並びに森住恵二は会社法第２条第16条に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、戦略的な意思決定の迅速化及び業務執行機能強化による経営効率の向上を図るため、執行役員制度を導入して

おります。 

執行役員は、３名で、海外事業部長 若松徹、国内事業部長 西口高生、管理本部長 兼 経理・財務部長 兼 マーケティ

ングチームリーダー 齋藤正明で構成されております。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの構築を不祥事対応等の企業の社会性の問題にとどまらず、スピー

ディーな経営の実現とともにディスクロージャーとアカウンタビリティーを充実させることにより、企業の透明性

を確保し、企業価値を高めていくためのものであり、経営上の最も重要な課題であると考えております。そのため

に、取締役会等の経営体制の機能強化と内部統制機能の強化、ディスクロージャーとＩＲの強化が必要であると考

えております。 

また、経営監視体制の強化を図るために、当事業年度末、取締役会が包括している経営の意思決定機関と業務執

行機関を分離し、より監督機能の強化及び経営の迅速な意思決定により更なる機動性を発揮し、企業価値の向上に

努めていくことも検討しております。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

(取締役会) 

取締役会は、現在、社外取締役１名を含む３名で構成されております。取締役会は原則として月１回の定例取

締役会のほか必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとと

もに各取締役の職務執行の状況を監督しております。 

  (監査役) 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役は３名はすべて社外監査役となっています。各監査役は監査方針・

業務分担に従い、会計監査・業務監査を実施しております。また、取締役会に常時出席するとともに、取締役等

からの業務報告、重要な決裁書類の閲覧等により、取締役の職務執行について監視しております。監査役１名は

公認会計士であり、専門的見地から監査を行っております。 

(内部監査) 

内部監査につきましては、代表取締役社長の直轄部署である内部監査室(１名)が行っております。監査役との

相互協力の上、経営管理組織・制度が経営目的に照らして適切であるかを客観的に検証・評価し、その結果及び

改善案を代表取締役社長へ報告しております。 

(会計監査) 

会計監査につきましては、証券取引法の規定に基づき、連結財務諸表及び財務諸表について優成監査法人に会

計監査を依頼しており、同法人は下記の公認会計士および補助者10名で監査業務を実施しております。 

※継続監査年数につきましては、２名ともに７年以内であるため、記載を省略しております。 

(相互関係) 

  監査役は、必要に応じ内部監査室の監査に立会う等、監査重点項目や監査結果等について情報の共有に努め

ております。また、監査役及び内部監査室は、会計監査人から、適宜監査結果の報告を受けるとともに、必要

に応じ相互に情報・意見の交換を行う等の連携を強め、監査の質的向上を図っております。 

(会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要) 

当社の社外取締役吉田行宏、社外監査役横田進、三輪真之、森住恵二の３名は当社との人的関係、資本的関

係または取引関係その他の利害関係はありません。  

  

  

<業務執行・経営監視体制> 

所属監査法人 氏名 

優成監査法人 代表社員 業務執行社員 須永 真樹 

優成監査法人 社員 業務執行社員 本間 洋一 



 
  

(3) 役員報酬の内容 

   取締役の年間報酬総額 28百万円（社外取締役 ―百万円） 

   監査役の年間報酬総額  5百万円（社外監査役  5百万円） 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 10百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、「財務諸表等の用語、株式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きに

より、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前

連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)

並びに前事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)及び当事業年度(平成17年３月１日から平成18年２

月28日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、優成監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   140,214   

  ２ 売掛金   1,263,778   

３ たな卸資産   1,147,731   

４ 前渡金   15,206   

５ 繰延税金資産   21,813   

６ その他   44,989   

７ 貸倒引当金   △12,388   

流動資産合計   2,621,344 97.8 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1)建物及び構築物   7,898   

    減価償却累計額   △1,660 6,238   

(2)車両運搬具   16,360   

   減価償却累計額   △10,641 5,718   

(3)工具器具及び備品   17,351   

減価償却累計額   △8,621 8,730   

有形固定資産合計   20,686 0.8 

２ 無形固定資産     

(1)ソフトウェア   12,022   

(2)その他   511   

無形固定資産合計   12,533 0.5 

３ 投資その他の資産     

(1)出資金   100   

(2)破産債権・更正債権等   22,557   

(3)繰延税金資産   9,014   

(4)その他   15,761   

  (5)貸倒引当金   △22,557   

投資その他の資産合計   24,875 0.9 

固定資産合計   58,096 2.2 

資産合計   2,679,441 100.0 

     



  

  

    
当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   101,400   

２ 短期借入金   1,400,000   

 ３ 未払金   78,916   

４ 未払法人税等   16,030   

５ 前受金   89,044   

６ その他   10,400   

流動負債合計   1,695,792 63.3 

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金   200,000   

固定負債合計   200,000 7.5 

負債合計   1,895,792 70.8 

(少数株主持分)     

少数株主持分   － － 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   170,480 6.3 

Ⅱ 資本剰余金   105,060 3.9 

Ⅲ 利益剰余金   508,239 19.0 

Ⅳ 為替換算調整勘定   △131 0.0 

資本合計   783,648 29.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  2,679,441 100.0 

     



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   12,373,623 100.0 

Ⅱ 売上原価   11,193,338 90.5 

売上総利益   1,180,285 9.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費   52,615   

２ 給与手当   287,638   

３ 旅費交通費   76,450   

４ 地代家賃   153,121   

５ 減価償却費   12,390   

６ 業務委託料   70,155   

 ７ 支払手数料   62,850   

８ 貸倒引当金繰入額   8,391   

９ その他   334,307 1,057,921 8.5 

営業利益   122,364 1.0 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   44   

２ 自賠責保険解約返戻金   23,703   

３ 金利スワップ評価益   1,512   

４ 為替差益   4,420   

 ５ その他   6,541 36,222 0.3 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   16,727   

２ 新株発行費償却   5,035   

３ その他   1,324 23,087 0.2 

経常利益   135,499 1.1 



  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※1 133 133 0.0 

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※２ 74   

２ 固定資産除却損 ※３ 201 276 0.0 

税金等調整前当期純利益   135,356 1.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

  78,829   

法人税等調整額   6,766 85,596 0.7 

少数株主損失   △2,909 0.0 

当期純利益   52,669 0.4 

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   105,060 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   105,060 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   455,570 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  １ 当期純利益   52,669 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   508,239 

      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 135,356 

減価償却費 12,390 

為替差益 △1,583 

賞与引当金の減少額 △10,992 

貸倒引当金の増加額 6,917 

金利スワップ評価益 △1,512 

受取利息 △44 

支払利息 13,940 

新株発行費償却 5,035 

固定資産売却益 △133 

固定資産売却損 74 

固定資産除却損 201 

売上債権の減少額 133,283 

たな卸資産の増加額 △422,676 

仕入債務の増加額 210,352 

未収消費税等の減少額 113,723 

その他 8,327 

小計 202,662 

利息の受取額 44 

利息の支払額 △11,890 

法人税等の支払額 △175,653 

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,162 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,711 

有形固定資産の売却による収入 734 

無形固定資産の取得による支出 △5,446 

敷金保証金の解約による収入 1,872 

敷金保証金の支払額 △2,835 

その他 1,535 

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,849 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額 △550,000 

長期借入れによる収入 200,000 

株式の発行による支出 △5,035 

少数株主からの払込による収入 3,200 

財務活動によるキャッシュ・フロー △351,835 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,811 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △350,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 490,925 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 140,214 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 Samurai Motors Co. 

         ㈱ジー・バス販売 

２ 持分法適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社はありません。 

  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日(2月28日)と異なる会社は

Samurai Motors Co.(12月31日)であります。連結財務諸表の作成にあた

っては、決算日の差異が3ヶ月を越えないので、当該子会社の財務諸表

を基礎として連結しております。決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する 

事項 

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

  

  

  

  

  

 (2)重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)重要な引当金の計上基準 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

①たな卸資産 

a 商品 

  車両 

  個別法による原価法 

b 貯蔵品 

  最終仕入原価法 

  

①有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物  15～50年 

  車両運搬具       2年 

  工具器具及び備品  5～15年 

②無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

③長期前払費用 

 定額法によっております。 

  

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度おいて給与規程の改定をいたしております。この結

果、当期は制度変更に伴う特例借置により、翌期において支給予定

の賞与のうち当期の負担に帰属する金額が発生しないため、当期は

賞与引当金を計上しておりません。 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

(4)連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 



  

次へ 

財務諸表の作成に当たって

採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

  

 (5) 重 要なリース取引の 

処理方法 

  

  

 (6)その他の連結財務諸表 

作成のための重要な事項 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場によ 

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

  

消費税及び地方税消費税の会計処理は、税抜き方式によっておりま

す。 

  

５ 連結子会社の資産及び 

  負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用 

しております。 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

利益処分の取扱いについては、連結会計年度中に確定した利益処分に基

づいております。 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期資金からなっております。 

  



注記事項 

(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１  固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

     車両運搬具      133千円

※２  固定資産売却損の内容は次のとおりです。 

車両運搬具     74千円

※３  固定資産除却損の内容は次のとおりです。 

車両運搬具     201千円

  

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金 140,214千円

現金及び現金同等物  140,214千円



(リース取引関係) 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引 

  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

                                 

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

工具器具及び備

品 
18,259 9,908 8,350 

ソフトウェア 46,411 15,898 30,512 

合計 64,671 25,807 38,863 

１年内 13,296千円 

１年超 25,985千円 

１年超 39,282千円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

    支払リース料          14,423千円 

     減価償却費相当額        15,552千円 

     支払利息相当額           594千円 

  

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については、利息法によっております。 



(有価証券関係) 

当連結会計年度（平成18年２月28日） 

   該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度（平成18年２月28日） 

   連結会計年度末日現在における契約額がないため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

当連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 当社では、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  

 (税効果会計関係) 

  

  
  

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

(1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 ①流動資産  

 未払事業税否認額 1,773千円

 たな卸資産評価損否認額 11,098千円

債務未確定業務委託料 2,444千円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 5,425千円

  20,741千円

②固定資産 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 9,188千円

  9,188千円

  

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の
原因になった主な項目別の内訳 

  （調整） 

法定実効税率 40.0%

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.2%

留保金課税 0.8

住民税均等割  1.9

海外子会社等の適用税率の差異 11.2

その他 △1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.2%



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める中古車販売事業 

の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメントの情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

全セグメントの売上高及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90%を 

超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

  当連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア・・・シンガポール、マレーシア 

(2) 欧州・・・・イギリス、ロシア 

(3) 大洋州・・・ニュージーランド 

(4) アフリカ・・南アフリカ 

(5) 中東・・・・ＵＡＥ 

(6) その他・・・トリニダード・トバゴ、チリ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 

（千円） 

欧州 

（千円） 

大洋州 

（千円） 

アフリカ 

（千円） 

中東 

（千円） 

その他 

（千円） 

計 

（千円） 

Ⅰ海外売上高

(千円) 

2,452,740 750,392 473,011 68,627 25,730 34,752 3,805,255 

Ⅱ連結売上高

(千円) 

- - - - - - 12,373,623 

Ⅲ連結売上高に

占める 

海外売上高の割

合(%) 

19.8 6.1 3.8 0.6 0.2 0.3 30.8 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) オークション契約に対する債務保証は、当社と取引のある79箇所の中古車オークション会場のうち、42箇所の会場における

当社の中古車オークション取引に係る一切の債務について、同氏より債務保証を受けているものであります。なお、オークシ

ョン取引に係る債務保証の取引金額につきましては、オークション会場に対する期末債務残高(消費税等を含む)を記載してお

ります。また、当社と同氏との間において保証料の授受はありません。 

  

属性 会社等の名称 住所 資本金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の被所有
割合(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 篠原邦夫 ― ― 当社代表 
取締役社長 直接13.8 ― ― 取引保証 15,188 ― ― 

役員 柳川邦衛 ― ― 
当社取締役 
内部監査室
長 

直接 1.1 ― ― 取引保証 ― ― ― 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 6,406円 28銭

１株当たり当期純利益 430円 57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 52,669 

普通株式に係る当期純利益（千円） 52,669 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式の期中平均株式数 （株） 122,325 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

３ 連結初年度のため前期末残高欄には期首残高を記載しております。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,950,000 1,400,000 0.49 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

― 200,000 0.64 平成20年９月30日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,950,000 1,600,000 ― ― 

  １年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 ― 200,000 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成17年２月28日) 
当事業年度 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  490,925 109,724  

２ 売掛金 ※１  1,339,893 1,306,999  

３ 商品  712,649 889,890  

４ 貯蔵品  570 602  

５ 前渡金  202,356 13,944  

６ 前払費用  23,162 7,144  

７ 繰延税金資産  31,848 19,646  

８ 未収入金  126,487 12,021  

９ その他  4,495 8,455  

10 貸倒引当金  △13,650 △12,815  

流動資産合計  2,918,739 98.3 2,355,614 95.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 7,599 7,599    

減価償却累計額 △1,094 6,504 △1,624 5,974  

(2) 構築物 299 299    

減価償却累計額 △2 296 △35 263  

(3) 車両運搬具 10,149 16,360    

減価償却累計額 △6,597 3,551 △10,641 5,718  

(4) 工具器具及び備品 14,132 15,450    

減価償却累計額 △5,296 8,836 △8,490 6,959  

有形固定資産合計  19,188 0.6 18,916 0.8

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウエア  10,144 11,956  

(2) その他  366 366  

無形固定資産合計  10,510 0.4 12,322 0.5

３ 投資その他の資産     

(1) 関係会社株式  － 17,467  

(2) 関係会社長期貸付金  － 43,648  

(3) 出資金  100 100  

(4) 破産債権・更生債権等  14,377 22,557  

(5) 長期前払費用  33 －  

(6) 繰延税金資産  5,745 9,188  

(7) その他  16,334 15,551  

(8) 貸倒引当金  △14,377 △22,994  

投資その他の資産合計  22,213 0.7 85,519 3.4

固定資産合計  51,912 1.7 116,759 4.7

資産合計  2,970,651 100.0 2,472,373 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年２月28日) 
当事業年度 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  73,069 85,588  

２ 短期借入金  1,950,000 1,200,000  

３ 未払金  68,557 78,368  

４ 未払費用  3,865 1,918  

５ 未払法人税等  108,791 6,792  

６ 前受金  20,825 89,044  

７ 預り金  5 1,021  

８ 賞与引当金  10,992 －  

９ その他  3,434 2,584  

流動負債合計  2,239,541 75.4 1,465,319 59.3

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  － 200,000  

固定負債合計  － － 200,000 8.1

負債合計  2,239,541 75.4 1,665,319 67.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  170,480 5.8 170,480 6.9

Ⅱ 資本剰余金     

 1  資本準備金  105,060 105,060  

   資本剰余金合計  105,060 3.5 105,060 4.2

Ⅱ 利益剰余金     

１ 利益準備金  500 500  

２ 当期未処分利益  455,070 531,014  

利益剰余金合計  455,570 15.3 531,514 21.5

資本合計  731,110 24.6 807,054 32.6

負債及び資本合計  2,970,651 100.0 2,472,373 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  8,848,421 100.0 12,013,269 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首商品たな卸高 383,483 712,649    

２ 当期商品仕入高 8,014,072 11,074,772    

合計 8,397,555 11,787,422    

３ 期末商品たな卸高 712,649 7,684,906 86.9 889,890 10,897,531 90.7

売上総利益  1,163,515 13.1 1,115,737 9.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費 61,800 45,501    

２ 給与手当 211,477 277,961    

３ 賞与 34,620 36,568    

４ 賞与引当金繰入額 10,992 -    

５ 旅費交通費 57,533 73,256    

６ 法定福利費 31,226 39,231    

７ 地代家賃 68,718 118,007    

８ 減価償却費 9,433 12,266    

９ 業務委託料 44,292 70,155    

10 支払手数料 56,359 61,637    

11 貸倒損失 950 1,474    

12 貸倒引当金繰入額 12,172 7,781    

13 その他 185,499 785,078 8.8 232,070 975,912 8.1

営業利益  378,436 4.3 139,825 1.2

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 3 1,152    

２ 自賠責保険解約返戻金 12,725 23,703    

３ 金利スワップ評価益 2,900 1,512    

４ 為替換算手数料差益 2,890 508    

５ 為替差益 － 4,420    

６ その他 2,156 20,676 0.2 5,477 36,775 0.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 10,344 15,802    

２ 新株発行費償却 6,536 5,035    

３ その他 1,287 18,168 0.2 1,324 22,163 0.2

経常利益  380,943 4.3 154,437 1.3



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※１ 207 207 0.0 133 133 0.0

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※２ 53 74    

２ 固定資産除却損 ※３ 2,092 201    

３ その他 95 2,242 0.0 - 276 0.0

税引前当期純利益  378,908 4.3 154,294 1.3

法人税、住民税 
及び事業税 

191,357 69,592    

法人税等調整額 △6,416 184,940 2.1 8,758 78,350 0.7

当期純利益  193,968 2.2 75,943 0.6

前期繰越利益  261,102 455,070  

当期未処分利益  455,070 531,014  

      



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については、連結財務諸表に記載しておりま

す。 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 378,908 

減価償却費 9,433 

賞与引当金の増加額 267 

貸倒引当金の増加額 12,172 

金利スワップ評価益 △2,900 

受取利息 △3 

支払利息 10,344 

固定資産の売却益 △207 

固定資産の売却損 53 

固定資産の除却損 2,092 

売上債権の増加額 △1,054,167 

たな卸資産の増加額 △329,041 

仕入債務の減少額 △83,696 

未収消費税等の増加額 △96,486 

その他 12,381 

小計 △1,140,847 

利息の受取額 3 

利息の支払額 △12,100 

法人税等の支払額 △218,455 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,371,400 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △19,538 

有形固定資産の売却による収入 720 

無形固定資産の取得による支出 △6,476 

敷金・保証金の解約による収入 3,778 

敷金・保証金の支払額 △11,325 

その他 △659 

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,501 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増加額 1,400,000 

株式の発行による収入 173,910 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,573,910 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 169,008 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 321,917 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 490,925 

    



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は、株主総会承認日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年５月26日) 
当事業年度 

(平成18年５月26日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 455,070 531,014

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金 ― ― 12,232 12,232

Ⅲ 次期繰越利益 455,070 518,781

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び 

  評価方法 

  

－ 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1) デリバティブ 

  時価法 

(1) デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  車両 

   個別法による原価法 

(1) 商品 

  車両 

同左 

  (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

   建物及び構築物   15～50年 

   車両運搬具        2年 

   工具器具及び備品   5～15年 

(1) 有形固定資産 

        同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただし、ソフトウエア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

  平成16年10月29日付にて、発行価

額114,750円、引受証券会社の引受価

額144,925円、発行価格155,000円と

決定し、有償一般募集により、平成

16年11月10日付で新株式1,200株の発

行を行いました。 

  本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額と

の差額12,090千円は引受証券会社の

手取金とし、引受手数料は支払われ

ないこととされております。 

  従って、新株発行費用には、本発行

に係る引受手数料は含まれておりま

せん。よって引受証券会社が発行価

格で引受を行ない、これを一般投資

家に販売する買取引受契約に比べ、

新株発行費と資本金及び資本準備金

の合計額とが、それぞれ12,090千円

少なく計上され、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ同額多く

計上されております。また、引受価

額のうち、57,375円は資本金に、

87,550円は資本準備金に組み入れて

おります。 

(1) 新株発行費 

同左 

  

   

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

表示方法の変更 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

６ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

  

－ 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

（追加情報） 

当事業年度おいて給与規程の改定を

いたしております。この結果、当期

は制度変更に伴う特例借置により、

翌期において支給予定の賞与のうち

当期の負担に帰属する金額が発生し

ないため、当期は賞与引当金を計上

しておりません。 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法  

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

  ただし、前期において、ヘッジ対

象の借入金の消滅により、ヘッジ会

計を終了しており、繰延ヘッジ損益

は、金利スワップ評価損益として損

益処理しております。 

－ 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段………金利スワップ 

  ヘッジ対象………借入金の利息 

－ 

  (3) ヘッジ方針 

  金利スワップ取引は、借入金の変

動金利のリスクヘッジを目的として

行っており、対象債務の範囲内でヘ

ッジを行っております。 

－ 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にしてお

ります。 

－ 

10 キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引出可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期資金からなっておりま

す。 

同左 

11 その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 



  

追加情報 

  

  

至 平成17年２月28日) 至 平成18年２月28日) 

（損益計算書関係） 

 前事業年度においては、営業外収益の「その他」に含

めておりました「為替換算手数料差益」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲記することに変更しま

した。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれる「為替換算手数料差益」は188千円であります。 

  

  

  

         ――――――― 

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

――――― （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示の方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割4,063千円を

販売費及び一般管理費として処理しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表に記載しております。 

  

前事業年度 
(平成17年２月28日) 

当事業年度
(平成18年２月28日) 

※１       ―――― ※１ 関係会社に対する資産及び負債 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

売掛金            123,114千円 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

    会社が発行する株式の総数(普通株式) 

60,000株 

    発行済株式の総数    (普通株式) 

24,465株 

３ 信用状がなく、輸出手形保険の付保のない輸出 

  手形割引残高が2,008千円あります。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

    会社が発行する株式の総数(普通株式) 

300,000株 

    発行済株式の総数    (普通株式) 

122,325株 

３         ―――― 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具          207千円 

    

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

    車両運搬具             53千円 

      

    建物附属設備    952千円 

  構築物    788千円 

  工具器具及び備品    314千円 

  車両運搬具    37千円 

  計  2,092千円 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具          133千円 

        

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

    車両運搬具             74千円 

      

    車両運搬具             201千円 

      

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金 490,925千円

現金及び現金同等物 490,925千円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

      子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

   なお、当事業年度に係る「有価証券」（子会社株式で時価のあるものを除く）については、連結財務諸表における注記事項と

して記載しております。 

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額      

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額      

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び 
備品 

13,148 6,489 6,659

ソフトウエア 25,861 9,595 16,265

合計 39,009 16,084 22,924

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

18,259 9,908 8,350 

ソフトウエア 46,411 15,898 30,512 

合計 64,671 25,807 38,863 

・ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,525千円

１年超 17,092千円

合計 25,618千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 13,296千円

１年超 25,985千円

合計 39,282千円

 (2) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 9,266千円

減価償却費相当額 11,170千円

支払利息相当額 564千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 14,423千円

減価償却費相当額 15,552千円

支払利息相当額 594千円

 (3) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法   

           同左 

    利息相当額の算定方法 

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

     利息相当額の算定方法 

           同左  



(デリバティブ取引関係) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 
  

  

  

前事業年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(1) 取引の内容及び利用目的 

  当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しておりま

す。 

  ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

  ② ヘッジ方針 

金利スワップ取引は、借入金の変動金利のリスクヘッジを目的として行っており、対

象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

  ③ ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社は、借入金の変動金利のリスクヘッジを目的として、金利スワップ契約を締結してお

り、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

(3) 取引に係わるリスクの内容 

  当社が利用している金利スワップ取引には、金利変動リスクがあります。しかしながら、

この取引は将来の支払利息に係わる金利変動リスクをヘッジするためのものであり、デリバ

ティブ取引に係わるリスクのみが実現することは原則としてありません。また、取引の相手

先が国内銀行でありますので、契約不履行に係わるリスクはほとんどありません。 

(4) 取引に係わる管理体制 

  当社は、取引にあたっては、取締役会の承認を受け、取引の実行及び管理は経理・財務部

が行っており、運用状況を定期的に担当役員に報告しております。 

区分 種類

前事業年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

契約額等
(千円) 

契約額等の
うち１年超 
(千円) 

時価
(千円) 

評価損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ 
取引 

  

変動受取・ 
固定支払 

300,000 ― △1,512 2,900 

合計 300,000 ― △1,512 2,900 

(注) １ 時価の算定方法 

     取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 



(退職給付関係) 

  当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当社では、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  

(持分法損益等) 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については記載しておりません。 

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成17年２月28日) 

当事業年度
(平成18年２月28日) 

(1) 繰延税金資産の主な原因別の内訳 

 ① 流動資産 

未払事業税否認額 8,943千円

賞与引当金損金算入限度超過額 4,392千円

賞与法定福利費未払金 562千円

たな卸資産評価損否認額 8,594千円

債務未確定業務委託料 3,900千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,454千円

  31,848千円

(1) 繰延税金資産の主な原因別の内訳 

 ① 流動資産 

未払事業税否認額 983千円

たな卸資産評価損否認額 11,098千円

債務未確定業務委託料 2,444千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,121千円

19,646千円

 ② 固定資産 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 5,745千円

    5,745千円

② 固定資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 9,188千円

9,188千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.3％

(調整) 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

3.2％

留保金課税 3.5

住民税均等割 0.5

その他 0.3

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

48.8％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

9.8％

留保金課税 0.7 

住民税均等割 1.7 

その他 △1.4 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

50.8％



【関連当事者との取引】 

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については連結財務諸表における注記事項として記載しており

ます。 

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 車両の売上及び仕入等については、市場価格を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同様に決定しておりま

す。 

２ 業務委託料については、相手先の提示された価格と当社のコストを勘案して、一般的条件と同様に交渉して決定しており

ます。 

３ 保険料については、相手先の提示した金額の合理性を検討した上、一般的条件と同様に決定しております。 

４ 保険解約返戻金については、社用車の保険契約を解約したことによる返戻金であります。 

５ 受贈益については、親会社の新規事業開始に伴うキャンペーンによる贈答品であります。 

６ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) オークション契約に対する債務保証は、当社と取引のある79箇所の中古車オークション会場のうち、42箇所の会場における

当社の中古車オークション取引に係る一切の債務について、同氏より債務保証を受けているものであります。なお、オークシ

ョン取引に係る債務保証の取引金額につきましては、オークション会場に対する期末債務残高(消費税等を含む)を記載してお

ります。また、当社と同氏との間において保証料の授受はありません。 

属性 会社等の名称 住所 資本金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の被所有
割合(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
㈱ガリバー 
インター 
ナショナル 

東京都 
千代田 
区 

4,139,202 中古車 
販売事業 直接55.2 兼任２名

車両の
売買等 

車両の
売上等 
(注１) 

8,499 － － 

車両の
仕入等 
(注１) 

12,146 
買掛金 3,438

未払金 50

業務委託料
(注２) 13,141 － － 

保険料
(注３) 775 － － 

保険解約
返戻金 
(注４) 

2,228 － － 

受贈益
(注５) 57 － － 

立替経費 552 － － 

属性 会社等の名称 住所 資本金
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の被所有
割合(％)

関係内容

取引内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 篠原邦夫 ― ― 当社代表 
取締役社長 直接13.8 ― ― 取引保証 18,512 ― ―

役員 柳川邦衛 ― ― 
当社取締役 
内部監査室
長 

直接 1.1 ― ― 取引保証 ― ― ―

役員 渡辺哲之 ― ― 当社取締役 
管理本部長 直接 1.2 ― ― 取引保証 0 ― ―



(１株当たり情報) 
  

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額               29,883円93銭 １株当たり純資産額              6,597円 62銭 

１株当たり当期純利益               8,207円51銭 １株当たり当期純利益                 620円 84銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 当社は、平成16年９月６日付をもって1株を15株に分
割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した
場合の前事業年度の1株当たりの情報については、以下
のとおりとなります。 
1株当たり純資産額          15,612円82銭 
1株当たり当期純利益             7,059円61銭 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

当社は、平成17年７月20日付をもって1株を５株に分
割を行っております。 
なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した
場合の前事業年度の1株当たりの情報については、以下
のとおりとなります。 
1株当たり純資産額          5,976円79銭 
1株当たり当期純利益          1,585円68銭 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。  

項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当期純利益(千円) 193,968 75,943 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(千円) 193,968 75,943 

普通株式の期中平均株式数(株) 23,633 122,325 



(重要な後発事象) 
  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 平成17年４月19日開催の取締役会決議に基づき、次のよ
うに株式分割による新株式を発行しております。 
１ 平成17年７月20日付をもって普通株式１株につき５株
に分割します。 
(1) 分割により増加する株式数 

普通株式                      97,860株 
(2) 分割方法 

平成17年５月31日最終の株主名簿および実質株主名
簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１
株につき５株の割合をもって分割します。 

  
２ 配当起算日 

平成17年３月１日 
 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期
における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した
場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のと
おりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 
3,122円56銭 

１株当たり当期純利益 
1,411円92銭 

 なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存
在していないため記載し
ておりません。 

１株当たり純資産額 
5,976円78銭 

１株当たり当期純利益 
1,641円50銭 

 なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存
在していないため記載し
ておりません。 

  
  
  
         ―――― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主な内訳は、次のとおりであります。 

２ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

  

  

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 7,599 ― ― 7,599 1,624 530 5,974

 構築物 299 ― ― 299 35 32 263

 車両運搬具 10,149 8,583 2,372 16,360 10,641 5,538 5,718

 工具器具及び備品 14,132 1,318 ― 15,450 8,490 3,194 6,959

有形固定資産計 32,179 9,901 2,372 39,708 20,792 9,296 18,916

無形固定資産       

 ソフトウエア ― ― ― 17,016 5,060 2,936 11,956

 その他 ― ― ― 366 ― ― 366

無形固定資産計 ― ― ― 17,383 5,060 2,936 12,322

長期前払費用 406 ― ― ― 406 33 ―

   車両運搬具 営業車10台 8,288千円

   工具器具及び備品 支店電話設備 1,089千円

       



【資本金等明細表】 

  

(注) ※1 発行済株式数の内訳は、次のとおりである。 

    取締役会（平成17年4月19日）の決議に基づく株式分割による増加      97,860株 

                                             

  

  【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）の28,028千円は、一般債権の貸倒実績率等による見積高の洗替による戻入額でありま

す。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 170,480 － － 170,480

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (※1) (株) ( 24,465) ( 97,860) (－) ( 122,325) 

普通株式  (千円) 170,480 － － 170,480

計 (株) ( 24,465) ( 97,860) (－) ( 122,325) 

計 (千円) 170,480 － － 170,480

資本準備金及び
その他資本剰余
金 

資本準備金 (千円) 105,060 － － 105,060

計 (千円) 105,060 － － 105,060

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 500 － － 500

計 (千円) 500 － － 500

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 (注) 28,028 35,809 － 28,028 35,809

賞与引当金 10,992 － 10,992 － －



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

(注) 荒井商事株式会社 他 

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 上記金額には、消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 4,365

預金  

普通預金 105,359

預金計 105,359

合計 109,724

相手先 金額(千円)

AMAZING TEMPO SDN BHD. 257,540

Samurai Motors Co. 114,614

株式会社アサヒ自販 110,283

VISTA AUTOMATION (M) SDN BHD. 69,780

SAGA MOTOR TRADING CO., 67,150

その他 (注) 687,631

合計 1,306,999

  

期首残高 
(千円) 
  
(A) 

  

当期発生高 
(千円) 
  
(B) 

  

当期回収高 
(千円) 
  
(C) 

  

次期繰越高 
(千円) 
  
(D) 

回収率(％) 

  

(C) 
×100

(A)＋(B) 

滞留期間(日) 
  (A)＋(D)   
  ２   
  (B)   
  365   

1,339,893 12,407,777 12,470,680 1,306,999 90.7 38.9



ｃ たな卸資産 

イ 商品 
  

  

ロ 貯蔵品 
  

(注) 「査定用カメラセット」とは、車両撮影用のインスタントカメラとそのカメラを宅配便で送付・返送するために使用するオ

リジナルの組み立て式紙ケースをセットにしたものであります。 

  

内訳 金額(千円)

トラック 579,631

乗用車 249,220

建設機械 40,547

バス 13,564

その他 6,927

計 889,890

内訳 金額(千円)

査定用カメラセット 420

切手及び収入印紙 74

その他 107

計 602



② 負債の部 

ａ 買掛金 
  

(注) 株式会社いすゞユーマックス 他 

  

b 短期借入金 

  

  

c 長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円)

東京オートリース株式会社 12,181

株式会社りんかい物流 10,920

荒井商事株式会社 9,746

横浜日野自動車販売株式会社 5,490

ホンダ自動車販売株式会社 3,872

その他 (注) 43,377

合計 85,588

借入先 金額(千円)

 株式会社三菱東京UFJ銀行 300,000

株式会社横浜銀行 200,000

株式会社りそな銀行 200,000

株式会社みずほ銀行 200,000

株式会社三井住友銀行 200,000

住友信託銀行株式会社 100,000

合計 1,200,000

区分 金額(千円)

株式会社三菱東京UFJ銀行 200,000

合計 200,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)１ 当社は端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

２ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

（ホームページアドレス http://www.g-tr.com） 

なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行いません。 

  

  

決算期 ２月末日

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ２月末日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券

中間配当基準日 ８月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞(注)２ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である株式会社ガリバーインターナショナルは、継続開示会社であり東京証券取引所市場第一部に

上場しております。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第５期) 

自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日

  
平成17年５月26日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第６期中) 
  

自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日

  
  
平成17年11月25日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年５月26日

株式会社ジー・トレーディング 

取  締  役  会   御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジー・トレ

ーディングの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジー・

トレーディング及び連結子会社の平成18年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

優 成 監 査 法 人 

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 須 永 真 樹 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 本 間 洋 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年５月26日

株式会社ジー・トレーディング 

取  締  役  会   御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジー・トレーディングの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第５期事業年度財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。
 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジー・トレーディングの平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

優 成 監 査 法 人 

代表社員
関与社員

 

公認会計士 須 永 真 樹 ㊞ 

関与社員

 

公認会計士 本 間 洋 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年５月26日

株式会社ジー・トレーディング 

取  締  役  会   御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジー・トレ

ーディングの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの第6期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジー・トレ

ーディングの平成18年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

優 成 監 査 法 人 

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 須 永 真 樹 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 本 間 洋 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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